
財政状況等一覧表（平成２０年度決算） （単位：百万円）標準税収入額等A 普通交付税額B 臨時財政対策債発行可能額C 標準財政規模A+B+C374,612 166,693 31,982 573,287１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）一般会計 925,953 921,742 4,211 2,119 17,110 1,931,454証紙等特別会計 13,075 12,830 245 245 0 0管理事務費特別会計 317 299 18 18 0 0公共用地等取得事業特別会計 434 434 0 0 434 25,653公債管理特別会計 235,505 235,505 0 0 154,617 0母子・寡婦福祉資金特別会計 364 297 67 0 1 1,670中小企業支援資金特別会計 5,084 3,447 1,637 0 22 15,545農林水産振興資金特別会計 1,554 587 967 0 5 382県営林事業費特別会計 119 119 0 0 118 2,122県営住宅事業費特別会計 5,202 5,136 66 66 0 15,747高等学校等奨学金特別会計 1,772 744 1,028 0 217 0一般会計等 911,000 902,761 8,239 2,448 1,992,573※「一般会計等」の数値は，各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから，各会計間の合計額と一致しない項目がある。２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）病院事業会計 20,661 22,776 △ 2,115 643 3,546 25,715 16,313 法適用企業工業用水道事業会計 2,619 2,290 329 3,737 39 9,448 170 法適用企業土地造成事業会計 3,719 4,949 △ 1,230 0 0 34,952 8,597 法適用企業水道用水供給事業会計 10,917 8,627 2,290 10,316 19 43,679 306 法適用企業(歳入) (歳出) (形式収支)19,355 19,101 254 0 339 105,780 9,291(歳入) (歳出) (形式収支)11,781 11,780 1 1 5,555 26,266 25,157公営企業会計等　計 14,697 245,840 59,834 ─　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）一部事務組合等　計
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）（財）県民センタ－ △ 12 81 30 0 0 0 0 ─（財）ひろしま国際センター △ 9 1,144 748 66 0 0 0 ─広島エアポートビレッジ開発（株） △ 105 324 2,450 14 2,370 0 0 ─（財）ひろしま文化振興財団 2 538 440 0 0 0 0 ─公立大学法人県立広島大学 376 7,030 6,194 3,651 0 0 0 ─（財）広島県環境保全公社 9 5,733 250 0 0 0 0 ─福山リサイクル発電（株） 175 1,899 400 0 666 0 0 ─（財）広島県女性会議 △ 5 89 30 45 0 0 0 ─（財）中央森林公園協会 △ 7 67 14 0 0 0 0 ─（財）ひろしまこども夢財団 1 64 50 12 0 0 0 ─（財）広島県健康福祉センター △ 63 664 40 0 0 0 0 ─（財）ひろしま産業振興機構 △ 96 7,035 66 357 7,100 0 0 ─（財）広島勤労福祉事業団 3 △ 46 3 0 0 0 0 ─（株）広島ソフトウェアセンター △ 12 1,660 500 44 0 0 0 ─（株）広島テクノプラザ 26 1,929 800 0 0 0 0 ─（財）広島県農林振興センター △ 57 2,187 5 229 21,009 0 13,878 12,490（社）広島県野菜価格安定資金協会 △ 72 380 13 0 0 0 0 ─（社）広島県果実生産出荷安定基金協会 4 111 25 0 0 0 0 ─（社）広島県山行苗木残苗補償協会 △ 3 151 17 0 0 0 0 ─広島県土地開発公社 119 18,853 30 0 1,724 3,940 0 ─（財）広島県建設技術センター 3 671 26 0 0 0 0 ─広島県道路公社 168 6,325 6,325 0 0 6,334 0 ─広島高速道路公社 0 66,775 33,320 0 37,507 70,416 0 ─（株）ひろしま港湾管理センター 47 1,073 510 0 543 0 0 ─広島空港ビルディング（株） 497 6,730 1,372 0 0 0 0 ─広島県住宅供給公社 353 6,980 8 2 104 0 0 ─（財）広島県下水道公社 △ 3 105 40 0 0 0 0 ─（財）広島県教育事業団 △ 29 380 20 25 0 0 0 ─（財）広島県スポーツ振興財団 0 1,074 800 0 0 0 0 ─（財）広島県教育職員互助組合 0 10 3 0 0 0 0 ─（財）暴力追放広島県民会議 △ 5 907 710 8 0 0 0 ─地方公社・第三セクター等　計 55,238 4,452 71,023 80,689 13,878 12,490　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）充当可能基金名 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A財 政 調 整 基 金 2,548 2,125 △ 423減 債 基 金 110,357 136,937 26,580その他充当可能基金 36,846 31,817 △ 5,029充 当 可 能 基 金 計 149,751 170,879 21,128　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。６．財政指標の状況財政指標名 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A 早期健全化基準 財政再生基準 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A実 質 赤 字 比 率 0.47 0.42 △ 0.05 △ 3.75 △ 5.00 6.1 3.6 △ 2.5連 結 実 質 赤 字 比 率 2.88 2.99 0.11 △ 8.75 △ 25.00 160.2 149.9 △ 10.3実 質 公 債 費 比 率 15.7 15.5 △ 0.20 25.0 35.0 0.0将 来 負 担 比 率 258.3 257.8 △ 0.50 400.0 82.7 98.4 15.7財 政 力 指 数 0.59 0.63 0.04 0.0経 常 収 支 比 率 98.3 93.7 △ 4.60 0.0 0.0 0.0　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。 流域下水道事業費特別会計
資金不足比率（公営企業会計名）港湾特別整備事業費特別会計水道用水供給事業会計土地造成事業会計工業用水道事業会計病院事業会計


